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条の 2 および同第 129 条の 2 の 2 で階避難、全館避難に関して建築物の避難安全に
関する性能が定義され、性能的手法に基づく避難安全検証法 1)（以降、避難検証法と


































































と変更別に件数を集計した結果を図 1.1 に示す。新規の認定件数をみると、2000 年
の性能規定の導入から 2003 年までは認定件数が急激に増加し、2005 年から 2008 年
までは年間約 50 件で定常状態で推移し、2009 年から減少傾向がみられる。2010 年




































































































(a) 新規              (b) 変更 





































































1982 年から 5 年間に亘って実施された。総合防火設計法は建築学会の防火委員会に
作業が受け継がれ、建築物の火災安全設計指針 16)が作られた。総合防火設計法は、仕
様規定によるものと同等の安全性があると認められたものには規定を適用しないこ













第 129 条の 2 および同第 129 条の 2 の 2）に性能規定が導入された。性能を確認す
 1-6
る方法については、平成 12 年建設省告示第 1441 号、1442 号で定められた避難検証
法を用いる方法（ルート B）と高度な検証法を用いて国土交通大臣の認定を受ける方






































亡率の 1970 年～2000 年の経年変化を統計データから明らかにし、調査した 30 年間
で住宅などの私的空間は殆ど変化がないのに対し、病院や旅館・ホテルの公共空間は































































































































































































本論文の構成を図 1.3 に示す。本論文は 9 章からなり、第１章は研究の背景、目的、
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 本評価法の基本的な概念は、式(2-1)に示すように設計する空間の避難リスク R を許容
避難リスク RA以下に抑えることである。 
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る火災の生起確率 P とその火災における避難不能者数 C との積として定義する。 
 






















































図 2.1 本研究における居室避難安全評価手法の枠組み 
 


















i)スプリンクラー設備       ：火災拡大制御 
  ii)煙制御システム        ：煙伝播の制御 
iii)防火区画（防火戸を含む）  ：火災拡大・煙伝播制御 


















1 ip                                (2.5) 
 
である。次に設計火災シナリオ i における避難不能者数とシナリオ i の生起確率の積が
シナリオ i の避難リスクである。複数シナリオがある場合の火災時の任意の居室の避難













































































































 通常の性能的避難安全設計における設計火源は、火災初期は時間 t の 2 乗に比例して
大きくなる火災を想定 4)しており、本評価法においても、図 2.3 に示すように火災初期
 2-7
は Qf=αt2で拡大する火源を与え、その後は、収納可燃物量もしくは換気量で定まるピー
ク値 Qmax、スプリンクラー設備の作動による Qspになると想定する 5)。 
 







図 2.3 発熱速度 
 
2.5.2 設計火災成長率 
平成 12 年建設省告示第 1441 号、1442 号の避難検証法 1)では、評価空間の用途の単位
面積当たりの積載可燃物の発熱量 ql に応じて下記に示す式のように火災成長率αf を算
出する。 
 


















































































図 2.4 物販における火災成長率の分布 7) 
 
図 2.5 は文献[8]で報告された設計許容避難リスクと火災成長率の関係を模式的に示





するものと安全側の仮定を行うと設計火災シナリオ i における設計避難リスク RD(i)を火
災成長率の関数として表すことができる。 
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を図 2.7 に、考慮する場合の火災シナリオを図 2.8 に示す。 
図 2.7、図 2.8 より、スプリンクラー設備を考慮しない場合の火災シナリオは 1 つ、
スプリンクラー設備を考慮する場合のスプリンクラー設備が有効な場合と無効な場合




























































図 2.6 検証免除と簡易検証 
 
避難不能者数 生起確率 避難リスク 部分避難リスク シナリオ
C i P i R i R A D i
C 1 P 1 R 1 R D A 1





図 2.7 スプリンクラー設備を考慮しない場合の火災シナリオ 
 
避難不能者数 生起確率 避難リスク 部分避難リスク シナリオ
C i P i R i R A D i
SP設備
○SP有効（抑制） C 1 P 1 R 1 R D A1
P sprinkler 0 P sprinkler P sprinkler ×0 0
×SP無効（不奏功） C 2 P 2 R 2 R D A2
P failure C 0 p cas P failure P failureC 0 p cas R D A










「詳細検証」の設計手順を図 2.9 に、設計火災シナリオの例を図 2.10 に示す。 
 「詳細検証」は、①設計火災シナリオツリーの作成・選定、②設計許容避難リスク
RDA の算定、③設計火源の設定、④避難時間・限界煙層時間の算定および⑤許容基準と
の比較の 5 つのステップを基本としている。 







リスク RDA(i)やシナリオの生起確率 piに応じて決定されるため 8)、部分許容避難リスク
RDA(i)の設定は生起確率や対策の効果を考慮して決めることが必要である。ここでの安全
性の判断基準は、当該シナリオの避難リスク piCi が部分許容避難リスク RDA(i)以下であ
ることである。 
・ある火災シナリオにおいて、当該居室の在館者全員（C0[人]）が避難不能と見なした
時の避難リスク piC0 が部分許容避難リスク RDA(i)以下である場合（すなわち PiC0≦
RDA(i)）は、当該火災シナリオに対する検証は不要になる。従って、在館者数 C0 が大
きくても多重の火災安全対策が施され当該火災シナリオ iの生起確率 piが十分小さく















































































































































Ccas：成長火災 1 件あたりの避難不能者数[人/件] 























μ：火災成長率 α の平均値[kW/s2] 
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難リスクの算出も下式に示すように、任意の用途 K の避難リスク R は、成長火災の出
火件数が床面積に比例する仮定注 1)の下で、成長火災の出火頻度（成長火災の出火率 Phf
×床面積 A）と成長火災 1 件あたりの死傷者数注 2)Ccasの積として式(3.1)のように定義す
る｡ 
 

















全国の建築物の総延べ面積については、共同住宅以外の用途は 1995 年～2004 年のエ















































































以上では図 3.2 に示す 4 用途の小火の割合は大きな差はない。ここで示していない用途
























































物販店舗 共同住宅 病院 事務所
 










建築物の用途別総延べ面積の推移を表 3.1 に示す。また、1995 年の総延べ面積で割っ
た比率を図 3.3 に示す。 
8 用途では共同住宅の総延べ面積が最も大きい。物販店舗、学校、事務所が同程度の
総延べ面積となっている。各用途とも 10 年間でゆるやかに上昇し、1995 年の床面積に
対して 2004 年は 1.1～1.4 倍となっている。 
 
表 3.1 建築物の用途別の総延べ面積（全国の集計値） 
劇場等 飲食店等 物販店舗 ホテル 共同住宅 病院 学校 事務所
1995 29.3 56.9 355.6 88.8 902.6 75.0 329.0 394.0
1996 30.3 57.9 366.1 89.7 942.3 77.3 332.0 403.0
1997 31.4 58.8 375.7 91.0 985.3 79.9 334.0 413.0
1998 32.0 60.2 387.4 92.4 1030.2 83.4 338.0 422.0
1999 33.0 61.1 397.5 93.0 1068.3 86.5 341.0 430.0
2000 33.3 61.9 405.9 93.2 1102.2 89.6 343.0 435.0
2001 33.7 62.8 415.4 93.8 1137.1 92.9 346.0 442.0
2002 34.2 63.5 419.3 94.0 1171.5 95.2 349.0 445.0
2003 34.7 64.2 423.5 93.8 1204.0 97.8 354.0 448.0






































図 3.3 建築物の用途別総延べ面積の経時変化（1995 年の面積基準） 
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3.4.3 用途別成長火災の出火件数 
10 年間の用途別成長火災件数を表 3.2 に示す。また、1995 年の件数を基準とした比





表 3.2 用途別の成長火災件数 
劇場等 飲食店等 物販店舗 ホテル 共同住宅 病院 学校 事務所
1995 77 305 168 69 1,992 31 121 294
1996 84 302 158 95 2,117 38 116 311
1997 96 315 152 85 2,050 34 113 319
1998 81 342 176 82 2,005 18 109 313
1999 71 342 185 91 1,979 17 104 302
2000 78 364 161 84 1,931 33 88 290
2001 73 371 125 88 2,050 25 103 295
2002 67 368 159 98 1,993 23 84 278
2003 51 333 133 64 1,959 18 70 254








































図 3.4 成長火災件数の経時変化（1995 年の件数基準） 
 
3.4.4 用途別成長火災の出火率 
表 3.1 の総延べ面積及び表 3.2 に示した成長火災の出火件数から成長火災の出火率 Phf 





ープに分けられ、最も高いのは飲食店等で 5.6 件/百万 m2/年、次いで劇場等、共同住宅
がそれぞれ 2.3 件/百万 m2/年、1.9 件/百万 m2/年となっている。ホテル、事務所、学校、










































図 3.5 成長火災の発生率 
 
3.5 成長火災 1 件あたりの死傷者数 
 
3.5.1 成長火災件数、死傷者数、成長火災 1 件あたりの死傷者数 
建築物の利用時間は用途毎に特徴があり、火災や人的被害の発生状況にも時間帯によ
る違いがあると思われるため、1 時間単位で整理を行う。成長火災発生時刻別の死傷者
数、成長火災の発生件数及び成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccasを図 3.6 に示す。なお、



























図 3.6 の成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccasの全時刻の平均（以後、平均）及び各時




傷者の 10 年間の合計人数と死傷者数に占める死者の割合を表 3.3 に併せて示す。成長
火災 1 件あたり死傷者数と死者発生割合の関係を図 3.7 に示す。 
成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccasの平均に着目すると、共同住宅、住宅、ホテルの
値が他用途と比較して多い。一方、時刻別最大では、ホテルが 1.67 人/件と他用途と比
較して特に多い。また、就寝を伴う用途である共同住宅や自力避難が困難な病院、未成
年者が多くを占める学校も成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccasが 0.5 人/件を超え、他用
途と比較すると多い｡これは、図 3.6 をみると共同住宅は深夜～明け方の就寝時間帯の







って、特にホテルについては火災 1 件で 15 人、30 人の死傷者が発生した火災があるた
め、平均が高めになっていると思われる。 
また、共同住宅の成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccasは住宅と比較して平均と時刻別
































































































































































































































































































































































































































平均 0.09 0.14 0.11 0.26 0.39 0.17 0.13 0.10 0.29
時刻別最大 0.29 0.23 0.25 1.67 0.65 0.71 0.54 0.14 0.54
死者数 [人] 2 21 14 13 1132 4 0 18 6826
負傷者数 [人] 66 470 170 220 7865 46 128 283 18999

































図 3.7 成長火災 1 件あたり死傷者数と死者発生割合 
 










表 3.3 の各用途の負傷者数を受傷時行動別に分類し、成長火災 1 件あたりの負傷者数




























































































病院 学校 事務所 住宅
中央値 291 187 261 625 464 805 1731 155 155




表 3.4 の各用途の延べ面積の中央値及び平均値に対する避難リスク（それぞれ Rmed、
Rave）を式(3.1)により算出する。なお、成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccas は在館者数
と正の比例の関係があることも考えられるが、ここでは平均的な値を求めるため表 3.5
の平均値を用いた。また、成長火災の出火率 Phfは図 3.2 中の括弧内の平均値を用いた。
算出した避難リスク Rmed、Raveを表 3.5 に示す。図 3.9 は表 3.5 の避難リスク Rmed、Rave
を図にしたものである。 





















災の出火率 Phf、成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccas、代表的な床面積 Amedが他の用途
と比較して大きいためである。次いでホテル（0.15×10-3人/年）、飲食店等（0.14×10-3
人/年）となり、避難リスク Rmed が最も小さいのは物販店舗、事務所の 0.01×10-3 人/年
である。劇場等と病院の避難リスク Rmed はそれぞれ 0.06×10-3 人/年、 0.04×10-3 人/年
と同程度である。避難リスク Rmedが大きい共同住宅、ホテルは全ての変数が他の用途と
比較して大きく、逆に、物販店舗、事務所は小さい傾向がある。病院は劇場等と比較す



























-6件/m2 2.3 5.6 0.4 0.9 1.9 0.3 0.3 0.7 2.8
C cas 人/件 0.09 0.14 0.11 0.26 0.39 0.17 0.13 0.10 0.29
P hf C cas 10
-6人/m2 0.21 0.77 0.04 0.24 0.74 0.05 0.04 0.07 0.82
A med  (中央値) m2 291 187 261 625 464 805 1731 155 118
A ave  (平均値) m2 859 531 2728 2270 1942 4463 3770 1269 151
R med 10-3人/年 0.06 0.14 0.01 0.15 0.34 0.04 0.07 0.01 0.10













































リスク R(K)を許容避難リスク RA以下に抑えることである。 
 













cas                                                  (3.3) 









テル、住宅）の火災死亡リスクの 1970 年～2000 年までの経年変化を統計データから求
めている 11)。この報告によると 30 年の間に住宅は殆ど火災死亡リスクに変化がなく、
病院は 1970 年代、旅館・ホテルは 1980 年代に火災死亡リスクは住宅より大きかった。




























     SCSASPR cashfA                                         (3.5) 





























成長火災の出火率 Phf は図 3.3 中の括弧内の平均値を用いた。用途ごとに許容避難リ
スク RAを設定する場合は表 3.5 の既存建物の避難リスク Rmed であるとし以降の議論を
行う。避難リスク Rmedは延べ面積中央値に対する避難リスクで、成長火災 1 件あたりの
死傷者数 Ccasは平均値を用いて算出した値である。成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccas
は時間別最大を用いると平均値よりも多くの死傷者を許容することになるため、今回は











ことが考えられるが、火災統計における成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccasは設計で想
定する在館者密度より低い状態で発生した事例が含まれる中で集計された値である。そ
のため、設計で基準値として利用するためには表 3.7 の成長火災 1 件あたりの死傷者数




表 3.5 の各用途の避難リスク Rmedを許容避難リスク RA とした場合の設計許容避難リ
スク RDAを表 3.6 に示す｡ 
基準空間と評価空間は同一用途なので、式(3.6)の出火率比は 1 になり、用途間の設計


















病院 学校 事務所 住宅
R A 10
-3
人/年 0.06 0.14 0.01 0.15 0.34 0.04 0.07 0.01 0.10
P hf 10
-6
件/m2 2.3 5.6 0.4 0.9 1.9 0.3 0.3 0.7 2.8
A m2 100 100 100 100 100 100 100 100 100
P * hf - 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
R D A 人/件 0.27 0.26 0.29 1.63 1.83 1.40 2.29 0.15 0.34  
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（2）事務所を基準とした場合 
事務所の避難リスク Rmed を許容避難リスク RA とした場合の設計許容避難リスク RDA













病院 学校 事務所 住宅
R A 10
-3
人/年 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
P hf 10
-6
件/m2 2.3 5.6 0.4 0.9 1.9 0.3 0.3 0.7 2.8
A m2 100 100 100 100 100 100 100 100 100
P * hf - 0.3 0.1 1.8 0.8 0.4 2.2 2.4 1.0 0.2




を想定し、統計値の成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccasを設計在館者密度ベースの成長
火災 1 件あたりの死傷者数 CDcasに変換した値を利用する。変換方法 2)を以下に示す。 
①設計在館者密度ベースの成長火災 1 件における死傷者数 CDcas は、下式に示すよう
に設計で想定する在館者人数と死傷率の積となる。式(3.7)の床面積 A はここでは住
宅・土地統計調査 (2003年)から得られた戸建住宅の平均住戸面積 125m2を用いる。
また、pdenは在館者密度で建築基準法告示 15)より住宅の居室 0.06 を用いる。 
 
  CDcas=A×pden×pcas                          (3.7) 
 
②pcas は空間内の在館者の死傷率で、火災統計の成長火災 1 件あたりの死傷者数 Ccas
に対して、火災時に滞在していた平均世帯人数で割ることにより求められる。火災
時に滞在していた平均世帯人数は、住宅の平均的な滞在時間の統計データより算出
した一日の平均在宅率 pstyと平均世帯人数 Naveの積により算出する。 
 
  pcas = Ccas /( Nave×psty)                          (3.8) 
 
ここで、成長火災 1 件における死傷者数 Ccasは住宅の統計データから 0.30、平均
世帯人数 Naveは住宅・土地統計調査（1998 年）の住宅タイプ別世帯人員 3.2 人を利
用する。 
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③平均在宅率 psty は国民生活時間調査(2005 年)16)から得られる住宅の平均的な滞在時
間（15.8 時間）の統計データより算出した一日の在宅率 0.66 とした（15.8 時間/24
時間＝0.66）。成長火災 1 件における死傷者数 は 1.1 人（＝7.5×0.14）となる。 
④③を②に代入し住宅の死傷率を算出する。住宅の死傷率 pcasは 0.30/2.11＝0.14 とな
る。 
⑤④を①に代入すると、設計在館者密度ベースの成長火災 1 件における死傷者数 CDcas
は 1.1 となる。 
式(3.6)に住宅の基準値を適用したものが式(3.9)である。成長火災 1 件あたりの死傷者
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表 3.8 住宅の代表的な避難リスクを許容避難リスクとした場合の RDA 









病院 学校 事務所 住宅
R A 10
-3
人/年 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39
P hf 10
-6
件/m2 2.3 5.6 0.4 0.9 1.9 0.3 0.3 0.7 2.8
A m2 100 100 100 100 100 100 100 100 100
P * hf - 1.2 0.5 7.2 3.1 1.5 9.0 9.7 4.1 1.0
R D A 人/件 1.67 0.69 9.85 4.21 2.04 12.44 13.29 5.60 1.38  









病院 学校 事務所 住宅
R A 10
-3
人/年 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39
P hf 10
-6
件/m2 2.3 5.6 0.4 0.9 1.9 0.3 0.3 0.7 2.8
A m2 859 531 2728 2270 1942 4463 3770 1269 125
P * hf - 1.2 0.5 7.2 3.1 1.5 9.0 9.7 4.1 1.0
R D A 人/件 0.19 0.13 0.36 0.19 0.11 0.28 0.35 0.44 1.10  




の設計許容避難リスク RDA の違いを示した。許容避難リスク RA を用途毎に設定する場
合と同一基準を用いる場合で設計許容避難リスク RDAの傾向が大きく異なったのは、物
販店舗（各用途：小、同一基準：大）、ホテル、共同住宅（各用途：大、同一基準：小）




























































注 6) 病院：約 4％（効果的に作動した火災 40 件/焼損 0m2 の火災 1016 件）、劇場等約
3%（効果的に作動した火災 3 件/焼損 0m2の火災 104 件）、その他は 1%かそれ以下） 
注 7) 設置割合は病院を除く用途の平均は 6％、病院は 28%（火災報告の成長火災が発
生した事例を対象）。スプリンクラー設備の火災時の使用率（火災報告の成長火災発生







Ccas：成長火災 1 件あたりの避難不能者数[人/件] 
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がある場合は S1 のように作動後に発熱速度が減少するモデルが用いられている 10),11)が、
消火が成功した場合は小火となり安全に避難可能であると考えられることから、本研究



















































Guidance on Fire Risk Assessment7)の中では、スプリンクラー設備の奏功率は 95.0％と設





表 4.2 スプリンクラー設備作動信頼性に関する既往研究（文献[8]を加筆して作成） 
Reference Reliability of Success[%] Comments 調査対象 発行年 文献
Marryat 99.5
Inspection, testing, and maintenance exceeded
normal expectations and higher pressures
Australia 1986
Maybee 99.4
Inspection, testing, and maintenance exceeded
normal expectations and higher pressures
USA 1988
Powers 98.8 Office buildings only in New York City USA 1979
Powers 98.4 Other than office buildings in New York City USA 1979
Finucane et al. 96.9-97.9 Scotland 不明
Milne 96.6/97.6/89.2 不明 不明
NFPA 88.2-98.2
Data provided for individual occupancies – total
for all occupancies was 96.2%.
USA 1970
Linder 96.0 USA 1993
Richardson 96.0 Canada 1985
Miller 95.8 不明 1974
Powers 95.8 Low rise buildings in New York City USA 1979
US Navy 95.7 1964 – 1977 USA 2003
Smith 95.0 UK data UK 1983
Miller 94.8 不明 1974
Budnick 92.2/94.6/97.1
Values are lower in commercial uses (excludes
institutional and residential) 不明
2001
Kook 87.6 Limited data base USA 1990
Ramachandran 87.0



























































図 4.2 「火災報告」によるスプリンクラー設備に関する調査項目 
 
2)東京消防庁「火災の実態」の調査項目 















































































 第３章と同様に 1995 年～2004 年の 10 年間の「火災報告」データを利用する。ここ




















4.4 は対数表示しているため、焼損床面積 0m2 を 0.1m2として表示している。 
表 4.4 より、スプリンクラー設備が作動した火災のうち、初期消火器具に効果があっ
た（①+②）割合は約 0.7、初期消火なし（③）の割合が約 0.1、初期消火に効果がなか















表 4.3 スプリンクラー設備が作動した火災の初期消火の状況と平均焼損床面積 













火災件数 174 167 47 85 24
(割合） (0.35) (0.34) (0.09) (0.17) (0.05)
平均焼損床面積[m2] 0.2 0.7 3.7 14.3 1.8































表 4.4 スプリンクラー設備が作動した火災の初期消火の状況別本格消火実施率 













火災件数 174 167 47 85 24
(割合） (0.35) (0.34) (0.09) (0.17) (0.05)
本格消火件数 28 27 19 36 9















表 4.5 初期消火の状況別の本格消火実施有無による平均焼損床面積 
本格消火 あり なし あり なし あり なし あり なし あり なし あり なし
件数 28 146 27 140 19 28 36 49 9 15 - -

















































 「火災報告」（1995 年～2008 年）のデータ注 3）のうち、スプリンクラー設備が作動し
た件数が比較的多い用途として、出火箇所が①店舗、客室、客席部分（物販系）13,902
件および②一般事務、教育教養、研究室（事務所系）10,004 件を対象とした注 4）。スプ
リンクラー設備が作動した場合（①399 件、②100 件）と作動しない場合（①13,503 件、
②9,904 件）別注 5）に焼損床面積を 0m2、1m2、2m2、3m2 以上の 4 つに分類し、火災 1 件






































0㎡ 0 0.002 0.081 0.109 0.081 0.111 347 9,150
1㎡ 0 0.002 0.118 0.109 0.118 0.112 17 403
2㎡ 0 0.014 0.231 0.249 0.231 0.263 13 289

























0㎡ 0.012注b) 0.003 0.116 0.107 0.128 0.110 86 5,518
1㎡ 0 0 0 0.073 0 0.073 3 465
2㎡ 0 0.004 0 0.089 0 0.093 3 259
























0㎡ 0.002注b) 0.002 0.088 0.108 0.090 0.111 433 14,668
1㎡ 0 0.001 0.100 0.090 0.100 0.091 20 868
2㎡ 0 0.009 0.188 0.173 0.188 0.182 16 548






注 a）①店舗、客室、客席において、焼損床面積 3 ㎡以上となったスプリンクラー設備作動ありの火災
は 1 件発生し、1 件の火災において 13 人の負傷者が発生している。火災状況を調査した結果を以下
に示す。 
「2005 年 5 月 19 日、水戸市の長崎屋上水戸店の 2 階玩具売場から出火した。陳列棚に展示されて
いた花火から爆竹が破裂するような音がして、店員が気づいた。店の従業員が初期消火、避難誘導
等を行った。火災により展示してあった花火、玩具及び棚など 58 平方メートルが焼失した。スプ
リンクラーヘッドは 5 個作動し、消火器を 15 本使用した。放火未遂の疑いで少年 2 人が逮捕され
た。」 
注 b）②一般事務、教育教養、研究室において、焼損床面積 0 ㎡となった SP 作動ありの火災 1 件で死者
が 1 名発生している。火災状況を調査した結果を以下に示す。 






注 c）3 ㎡以上となった SP 作動ありの火災は 8 件発生し、3 人の負傷者が発生している（6 件×0 人、1


















㎡以上）の火災 33 件を対象とし、焼損床面積の分布を確認する。 
2)検討結果 
 初期消火器具の効果があった場合の焼損床面積が 1 ㎡以上の火災の焼損床面積を









































































図 4.5 本評価法におけるスプリンクラー設備の作動状況のイベントツリー 
 
避難不能者数 生起確率 避難リスク 部分避難リスク シナリオ
C i P i R i R A D i
SP設備
○消火成功
P extinguish 0 P extinguish 0
○SP有効（抑制） C 1 P 1 R 1 R A D 1
P sprinkler 0 P sprinkler P 1C 1 0
×SP無効（不奏功） C 2 P 2 R 2 R A D 2
P failure P failure P 2C 2 R A D












































                           
(4.1)
   contexspsprinkler pppP  1
                       
(4.2)
 sprinklerhexteinguisfailure PPP 1
                                              
(4.3) 
 




























































































































2) スプリンクラー設備の不作動率 pfailの算出結果 
表 4.10 は 1986 年～2010 年までの東京消防庁「火災の実態」によるスプリンクラー設
備の作動状況である。「作動する必要のあった火災」、「使用・作動しなかった」件数
を以下に示す。なお、表 4.10 で「使用・作動しなかった」件数が 2001 年以前と比較し
て 2002 年から増加しているのは東京消防庁の統計処理システム変更の影響があること
が考えられるため注 7)、参考として 2001 年までの集計結果を括弧内に示す。 
・作動する必要のあった火災（A+B）件数 Nopn：376 件（186 件） 
・使用・作動しなかった火災（B）：47 件（6 件） 






1.0376/40 failp                                              (4.6) 
 
となる。 
表 4.10 東京消防庁「火災の実態」によるスプリンクラー設備の作動状況 
1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998
A 使用・作動した 10 10 8 14 10 14 11 8 8 10 12 15 13
A1効果的に使用・作動した 10 10 5 14 10 14 11 8 7 10 12 15 13
A2効果的に使用・作動しなかった 0 0 3 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
B 使用・作動しなかった 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0
C 使用・作動する必要がなかった 32 37 46 33 35 47 53 70 83 109 91 117 129
D 警戒されていない部分から出火 25 29 22 29 27 29 24 26 6 2 2 0 3
合計 67 76 76 77 73 90 88 105 97 121 105 132 145
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 合計
A 使用・作動した 11 14 12 14 17 22 10 19 21 18 12 17 330
A1効果的に使用・作動した 11 12 10 13 13 20 9 17 21 14 12 15 306
A2効果的に使用・作動しなかった 0 2 2 1 4 2 1 2 0 4 0 2 24
B 使用・作動しなかった 1 3 0 7 2 4 2 3 1 8 10 3 47
C 使用・作動する必要がなかった 107 135 161 158 157 194 204 156 185 238 263 319 3159
D 警戒されていない部分から出火 0 1 0 0 0 0 0 - - - - - 225










*2006 年～2010 年の「D」のデータは未収集 
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不作動合計 1050  
 
 以上より、スプリンクラー設備が作動する確率 psp は下式に示すように 0.90 となる。 
 




 「消火成功」はスプリンクラー設備が作動したことによって焼損床面積が 1 ㎡未満と
なった火災と定義しているが、火災が発生した場合には様々な器具で初期消火が行われ
るため、スプリンクラー設備がない場合でも焼損床面積が 1m2未満となる火災件数は多
い。図 4.7 は、建物火災においてスプリンクラー設備有無別に焼損床面積 Afごとの割合
を示した概念図である。ここで、図中の「a」はスプリンクラー設備の作動に関わらず
焼損床面積 Af が 0 ㎡となる火災の割合、「b」はスプリンクラー設備の作動により焼損
床面積 Af が 0 ㎡となった火災の割合、「c」は焼損床面積 Af が 1 ㎡以上となる火災の
割合を示している。 
 図 4.7 に示された a+b（スプリンクラー設備作動ありの Af＝0 ㎡）のうち、a（スプリ
ンクラー作動なしの Af＝0 ㎡）に相当する火災については、スプリンクラー設備が作動
しなくても Af＝0 ㎡になったと考えられる。従って、スプリンクラー設備作動ありの火









                                     (4.8) 
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SP作動あり 1㎡ 2㎡ ≧3㎡








図 4.7 スプリンクラー設備作動の有無による焼損床面積 Afの割合の概念図 
 
 上記の方法に基づいて算出した、スプリンクラー設備の作動有無別焼損床面積の火災
件数、消火割合を表 4.12-1～表 4.12-3 に示す。本検討は 1995 年～2008 年の「火災報告」
を用いて行った。ここでも①店舗、客室、客席および②一般事務、教育教養、研究室を
対象とし、スプリンクラー設備が作動しない火災 23,407 件、作動した火災 499 件を用
いて分析を行った。 
2) 算出結果 
図 4.7 に示す a の消火件数は表 4.12-3 より、「スプリンクラー設備作動なし」の焼損
床面積 0 ㎡の a の割合が 0.63、a+b が「スプリンクラー設備作動あり」焼損床面積 0 ㎡
の割合で 0.87、b+c が「スプリンクラー設備作動なし」の焼損床面積 1 ㎡以上の割合な
ので 0.37 である。これより、pex=(0.87-0.63)/0.37≒0.65 となる。 
 
表 4.12-1 消火割合の算出結果（①店舗、客室、客席） 


































表 4.12-2 消火割合の算出結果（②一般事務、教育教養、研究室） 


























表 4.12-3 消火割合の算出結果（①＋②） 










0㎡ 14668 433 0.65
1㎡以上 8739 66












 図 4.5 より「消火成功」の確率 Pextinguishはスプリンクラー設備が作動する確率 pspと作
動した火災のうち消火に至る確率 pex の積であるため、下式に示すように 0.55 となる。 
 
59.065.090.0  exspextinguish ppP
  
                                  (4.9) 
 
(3)「抑制成功」確率 Psprinklerの算出 




焼損床面積 1 ㎡毎に火災件数を集計し、それぞれの焼損床面積に抑制される割合 pcont
を算出した。例えば、「焼損床面積 2 ㎡以下」は、焼損床面積が 1 ㎡～2 ㎡に抑制さ
れる割合を意味し、焼損床面積 1 ㎡と 2 ㎡のそれぞれの件数を合計する。用途による
違いを見るために、出火箇所が①店舗、客室、客席部分（物販系）（スプリンクラー
設備作動あり 52 件、作動なし 4,353 件）および②一般事務、教育教養、研究室（事
務所系）（スプリンクラー設備作動あり 14 件、作動なし 4,386 件）を対象とした。 
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b) 算出結果 





いためであると思われる。2 つの用途を合計した表 4.13-2 をみると、スプリンクラー
設備が作動した場合は作動しない場合に比べて、焼損床面積を抑制する割合が高い。
スプリンクラー設備が焼損床面積 1 ㎡に抑制する割合は 0.30 である。 
 

























1㎡ 403 403 0.09 17 17 0.33 465 465 0.11 3 3 0.21
2㎡ 289 692 0.16 13 30 0.58 259 724 0.17 3 6 0.43
3㎡ 180 872 0.20 6 36 0.69 159 883 0.20 0 6 0.43
4㎡ 95 967 0.22 3 39 0.75 108 991 0.23 1 7 0.50
5㎡ 156 1,123 0.26 2 41 0.79 106 1,097 0.25 0 7 0.50
6㎡ 80 1,203 0.28 0 41 0.79 75 1,172 0.27 3 10 0.71
7㎡ 59 1,262 0.29 0 41 0.79 70 1,242 0.28 1 11 0.79
8㎡ 63 1,325 0.30 0 41 0.79 84 1,326 0.30 1 12 0.86
9㎡ 45 1,370 0.31 1 42 0.81 62 1,388 0.32 0 12 0.86
10㎡ 127 1,497 0.34 0 42 0.81 198 1,586 0.36 0 12 0.86
11㎡以上 2856 4,353 1.00 10 52 1.00 2800 4,386 1.00 2 14 1.00






















1㎡ 868 868 0.10 20 20 0.30
2㎡ 548 1,416 0.16 16 36 0.55
3㎡ 339 1,755 0.20 6 42 0.64
4㎡ 203 1,958 0.22 4 46 0.70
5㎡ 262 2,220 0.25 2 48 0.73
6㎡ 155 2,375 0.27 3 51 0.77
7㎡ 129 2,504 0.29 1 52 0.79
8㎡ 147 2,651 0.30 1 53 0.80
9㎡ 107 2,758 0.32 1 54 0.82
10㎡ 325 3,083 0.35 0 54 0.82
11㎡以上 5656 8,739 1.00 12 66 1.00











 スプリンクラー設備が作動する火災のうち、焼損床面積が 1 ㎡に「抑制成功」する
割合 pcontは 0.3 である。なお、「抑制成功」の定義を焼損床面積が 2 ㎡とする場合に










図 4.8 「抑制成功」を焼損床面積 2 ㎡とする場合の未考慮の部分が生じる火源設定例 
 




    09.030.065.0190.01  contexspsprinkler pppP
 
        (4.10) 
 
(4)「不奏功」確率 Pfailure 
 不奏功率 Pfailureは下式となる。 
 
32.009.059.011  sprinklerhexteinguisfailure PPP                         (4.11) 
 
(5) 初期消火器具の「効果あり」を考慮し「消火成功」、「抑制成功」を求める場合 




a) スプリンクラー設備が作動する確率 psp 
 スプリンクラー設備が作動する確率 pspは(1)と同様に 0.90、不作動率 pfailは 0.10 と
する。 
b) 「消火成功」確率 Pextinguish、「抑制成功」確率 Psprinkler、「抑制失敗」確率 Pfailure 
「消火成功」、「抑制成功」、「抑制失敗」は下記の定義に基づき分類した。分類
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区分を表 4.14 に示す。 
・「消火成功」 








表 4.14 「消火成功」「抑制成功」「抑制失敗」の統計データでの分類方法 




































a) 方法 2 
方法 2 による各確率を表 4.15 に示す。 
 
 Pextinguish=0.90×0.87＝0.78                                            (4.12) 
Psprinkler=0.90×0.07＝0.06                                             (4.13) 
Pfailure=1-0.78-0.06＝0.16                                             (4.14) 
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表 4.15 「消火成功」、「抑制成功」、「不奏功」の確率（方法 2） 













火災件数 174 167 47 85 24
1m2未満件数 159 149 37 67 20
1m2以上件数 15 18 10 18 4
凡例 消火成功 抑制成功 抑制失敗 合計
件数 432 33 32 497











b) 方法 3 
方法 3 による各確率を表 4.16 に示す。 
 
 Pextinguish=0.90×0.81＝0.73                                              (4.15) 
Psprinkler=0.90×0.10＝0.09                                               (4.16) 
Pfailure=1-0.73-0.09＝0.18                                               (4.17) 
 
表 4.16 「消火成功」、「抑制成功」、「不奏功」の確率（方法 3） 













火災件数 174 167 47 85 24
1m2未満件数 159 149 37 67 20
1m2以上件数 15 18 10 18 4
凡例 消火成功 抑制成功 抑制失敗 合計
件数 273 33 32 338
















表 4.17 作動信頼性の算出結果 
消火成功 抑制成功 不奏功
P extinguish P sprinkler P failure
方法1 0.59 0.09 0.32
方法2 0.78 0.06 0.16




































                                                              
(4.18) 
 
 ・スプリンクラーヘッドの位置の気流温度および速度を Alpert 式 14)を用いて算出する。 
 
   














                       
(4.19) 


























                                   (4.21) 
 




い発熱速度を算出した結果を図 4.9 に示す。例えば、天井高 3.0m では約 400kW の定常
火源を想定する。図 4.9 の結果を回帰式で表すと下式のようになる。 
 
177194  psp HQ






























図 4.9 天井高の違いによるスプリンクラー設備が作動しない発熱速度 
 
(2) 不奏功の場合 
 避難安全評価では火災の成長を時間の 2 乗で拡大する想定で行うことが一般的であ
り、本評価法においても火災初期の拡大は下式に示す発熱速度で成長すると設定する。
設計火災成長率 αDは第 2 章の方法で算出する。 
 























































P extinguish P sprinkler P failure
0.59 0.09 0.32
0.320.68  








 排煙設備の作動信頼性に関する調査分析は数少なく、掛川が 1987 年に建築基準法第




















対象建物数 350 94 104 112 105 725 202
要改善指摘率 0.049 0.074 0.019 0.036 0.029 0.046 0.025
作動確率 0.951 0.926 0.981 0.964 0.971 0.954 0.975  
 
 その他には表 4.19 に示す東京消防庁が 1999 年度に実施した定期点検に基づく調査が
ある 15)。文献[15]では点検で検査結果が良好なものの割合を作動率として設定している。 
 
表 4.19 東京消防庁による排煙設備の作動確率 15) 
年度 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 計
作動確率 0.972 0.973 0.971 0.976 0.975 0.976 0.975 0.971 0.976 0.974  
 



















(1) 障害物による閉鎖障害  
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防火扉 22 228 0.10 0.90 45 1,413 0.03 0.97
巻き上げ式
シャッター
594 1,987 0.30 0.70 300 3,368 0.09 0.91
スライド式
シャッター






 (2) 定期点検に基づく不具合件数 
 防火設備であるシャッター、扉については、これまで設置状況が調査項目として示さ
れ状態を目視確認で実施していたのに対し、2008 年 4 月より実施されている新たな特
殊建築物の定期調査報告制度においては、損傷の程度や実際に設備を作動させて検査を
行う作動の状況を確認する項目が追加された。（社）日本シャッター・ドア協会では点
検したシャッターの降下障害不良の台数を報告している 17)。表 4.21 に（社）日本シャ













表 4.21 （社）日本シャッター・ドア協会による定期点検に基づく降下障害件数 17) 
建物区分 シャッター区分 点検台数 降下障害台数 割合
特殊建築物 管理・電動 187 0 0.0%
防火・電動 181 6 3.3%
防火・手動 62 0 0.0%
併用・電動 90 0 0.0%
特殊建築物以外 管理・電動 63 0 0.0%
防火・電動 68 6 8.8%
防火・手動 21 0 0.0%
併用・電動 28 0 0.0%





年 4 月～9 月の 6 か月のメーカー4 社の合計値）。建築物用途、経過年数別の重量シャ
ッターの不具合件数を表 4.22、表 4.23 に示す。なお、文献[18]では防火シャッターの不









表 4.22 用途別の重量シャッターの不具合件数 18) 
用途 設置数a 不具合b b/a
百貨店・大型店舗 9,804 1,239 13%
事務所 7,814 1,196 15%
工場・倉庫 3,002 850 28%
公共施設 2,482 454 18%
共同住宅 906 68 8%
その他 5,292 391 7%
合計 29,300 4,198 14%
防火シャッター 19,221* 1,793 9%
19,221 1,793 9%  
*防火シャッターと管理シャッターの構成比率から推定した値      
（2006 年 4 月～9 月の 6 か月のメーカー4 社の合計値） 
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表 4.23 経過年数別の重量シャッターの不具合件数 18) 
設置数a 不具合b b/a 設置数a' 不具合b' b'/a'
5年未満 2,580 103 4% 1,692 36 2%
5～10年未満 5,707 408 7% 3,744 155 4%
10～15年未満 8,909 1,105 12% 5,844 331 6%
15年以上 12,104 2,582 21% 7,940 1,271 16%




      （2006 年 4 月～9 月の 6 か月のメーカー4 社の合計値） 
 
(3)海外の設定例（防火戸） 









































































注 7）東京消防庁予防部調査課に 2002 年からの「B 使用・作動しなかった」件数増加
について問い合わせたところ、統計処理方法のシステムが変更になったことも一つの要
因として考えられるとの回答があった。 
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検証終了 A≦Asc A≦Asc A≦Asc A≦Asc A≦Asc A≦Asc
A≦Asc A≦Asc
A≦Asc A≦Asc









図 5.2 「検証免除」による検証イメージ 
 
5.3 「検証免除」の基準面積 Ascの算出方法 
 
「検証免除」では式(5.1)に示すように、スプリンクラー設備が作動または不作動のシ
ナリオ i において（その生起確率を Piとする）、居室 K の設計避難リスク（＝避難不能




       KRKPKCPKR DAcasiD  0                                          (5.1) 
 




オを想定する必要はないため、式(5.1)のシナリオ i の生起確率は Pi＝1.0 となる。よっ
て、式(5.1)は式(5.2)のようになる。 
 
避難不能者数 生起確率 避難リスク 部分避難リスク シナリオ
C i P i R i R A D i
C 1 P 1 R 1 R D A 1





図 5.3 スプリンクラー設備を考慮しない場合の火災シナリオ 
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       KRKpKCKR DAcasD  0                     (5.2) 
 
ここで、在館者数 Co(K)は、居室 K の在館者密度 pden(K)と床面積 Ar(K)の積で表現する。 
 
     KAKpKC rden0                                                      (5.3) 
 
また、式(5.2)における居室 K の設計許容避難リスク RDA (K)は文献[2]～[4]に従い、本
章においては戸建住宅の避難リスクを基準として設計許容避難リスクを設定する。式














                                             (5.4) 
ただし、Phf*(K)は用途毎の成長火災の出火率比で、 
 























                                        (5.6) 
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して 0.14 が算出された。そこで、他の用途も住宅と同等の避難不能者率 pcasであると仮
定した場合の検証免除面積 Asc(K)の算出も行った。式(5.6)に基づき算出した検証免除面
積 Asc(K)を表 5.1 に示す。参考として検証免除面積 Asc(K)の設計許容避難リスク RDAを示
す。 
 避難不能率 pcas＝1（Ccas=C0）は最も安全側の設定であり、劇場等や飲食店等の検証
免除面積 Asc(K)は 10m2 程度となる。これは、式(5.6)から明らかなように、リスクの高い
（在館者密度や出火率比の大きい）用途の検証免除面積Asc(K)は小さくなるためである。
避難リスクの小さい学校さえも 44 m2であり普通教室の約 64m2よりも小さい値である
6)。共同住宅は一般のファミリータイプは 70m2以上のものが多いため、比較的小規模な
単身者向けの住戸の検証を省力化することが可能となる。ホテルは、一般的にシングル
15～20 ㎡、ダブル 20～25 ㎡、ツイン 25～35 ㎡程度で分布していると思われるため、
スイートルームなどの特別に大きい客室以外は殆ど「検証免除」で検証を行うことが可
能であると思われる。病室は 6 床で 40m2程度 7)であるため、殆どの病室の検証が省力
化可能となる。また、戸建住宅であっても 48 ㎡を超える場合は居室避難検証が必要と
なる。住宅の火災統計上の避難不能率 pcasは 0.14 であるが、表 5.1 では安全側に pcas＝1
として計算を行っているので、平均的な住宅の面積よりも小さくなっている。検証免除
面積 Asc(K)の設計許容避難リスク RDAをみると、住宅の許容避難リスク RAを基準にし、
出火率比と在館者密度の大きさが設計許容避難リスク RDA の住宅との差となっている。
任意の用途の死傷率を住宅と同等とした場合の検証免除面積は死傷率を 1.0 と設定した
場合の検証免除面積 Asc(K)と比較して約 2.7 倍となっている。 
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表 5.1 スプリンクラー設備を考慮しない場合の検証免除面積 Asc(K) 
避難リスク
R A
p den P hf
* 1/P hf
* p cas (K)=1.0 p cas (K)=0.14 p cas (K)=1.0 p cas (K)=0.14 ×10-3
[人/m2] [-] [-] [人/件] [人/件] [人/年]
劇場等 1.5 1.2 0.8 11 28 15.8 5.9 0.39
飲食店等 0.7 0.5 2.0 10 26 6.9 2.6 0.39
物販店舗 0.5 7.2 0.1 44 119 22.2 8.3 0.39
ホテル 0.16 3.1 0.3 51 137 8.2 3.1 0.39
共同住宅 0.06 1.5 0.7 58 156 3.5 1.3 0.39
病院 0.125 9.1 0.1 100 267 12.5 4.7 0.39
学校 0.7 9.7 0.1 44 116 30.5 11.4 0.39
事務所 0.125 4.1 0.2 67 179 8.4 3.1 0.39





















避難不能者数 生起確率 避難リスク 部分避難リスク シナリオ
C i P i R i R A D i
SP設備
○消火成功
P extinguish 0 P extinguish 0
×SP消火失敗 C 1 P 1 R 1 R A D 1






図 5.4 スプリンクラー設備が設置されている室の火災シナリオ 
 















               (5.8) 
 
スプリンクラー設備の消火成功確率 Pextinguishは第４章で算出しており、第４章の生起
確率の算出方法の方法 1 の値を用いると消火失敗確率は 1-Pextinguish’=1-0.59=0.41、方法 2
では 1-Pextinguish’=1-0.78=0.22 となる。 
ここでも、避難不能者率 pcasを安全側に 1（Ccas=C0）とした場合と 0.14 とした場合に
ついて算出する。 




して消火失敗確率 0.41 で約 1.5 倍、消火失敗確率 0.22 で約 2.1 倍となる。消火失敗確率
0.23の場合は建築基準法施行令第 112条 1項のスプリンクラー設備を設けた場合の面積




率 pcasを 0.14 とした場合のスプリンクラー設備を考慮した検証免除面積では、小規模の
飲食店等であれば「検証免除」できる結果となった。 
 
表 5.2 スプリンクラー設備を考慮した場合の検証免除面積 Asc(SP)(K) 
p den P hf
* 1/P hf
* p cas (K)=1.0 p cas (K)=0.14 p cas (K)=1.0 p cas (K)=0.14
[人/m2] [-] [-]
劇場等 1.5 1.2 0.8 16 44 22 60
飲食店等 0.7 0.5 2.0 15 41 21 56
物販店舗 0.5 7.2 0.1 69 185 95 253
ホテル 0.16 3.1 0.3 80 214 109 292
共同住宅 0.06 1.5 0.7 91 244 125 333
病院 0.125 9.1 0.1 156 416 213 569
学校 0.7 9.7 0.1 68 182 93 248
事務所 0.125 4.1 0.2 104 279 143 381
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する。避難検証法 1)と同様に煙による限界は床面から 1.8m まで煙が降下した時点（以
降、限界煙層高さ）とする。 
・居室の中の間仕切りを考慮した煙に曝されずに避難可能な歩行距離（以降、限界歩行
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図 6.1 「簡易検証」の居室検証方法 
 
 スプリンクラー設備が無設置の場合の火災シナリオを図 6.2 に、「簡易検証」の検証







rp AA                                            (6.2) 
 
避難不能者数 生起確率 避難リスク 部分避難リスク シナリオ
C i P i R i R A D i
C 1 P 1 R 1 R D A 1






















































































間 tstartの和とする。また、出口の先での滞留を考慮していないため、流動係数 N は一定

































































ApB                                                         （6.11） 
 
式(6.8)および式(6.11)中の許容避難時間 tcritは、避難開始時間 tstartと煙降下時間 ts をと
もに煙層高さで判定するため、煙降下時間 ts および避難開始時間 tstartの算出は、二層ゾ
ーンの概念に基づく簡易予測式 3)を用いることを前提とする。歩行速度 v は避難検証法
1)に基づく値とし、事務所 1.3m/s、物販、飲食および共同住宅は 1.0m/s とする。同様に
在館者密度 pdenも避難検証法に基づく値とし、事務所 0.125 人/m2、物販 0.5 人/m2、飲食
0.7 人/m2および共同住宅は 0.06 人/m2とする（次章以降も同様とする） 
 
6.3.2 算出手順 




























2tQ Df                                                                 (6.12) 
 
6.3.4 煙降下時間 ts 
煙降下時間 tsは親室での出火を想定し、親室の蓄煙のみを考えた時にその煙層下端が


































                                  (6.13) 
ただし、ρs=1.0 とする（以降、同様）。 
 
6.3.5 避難開始時間 tstart 
避難開始時間 tstartの予測は、親室全体に煙が拡散した時点で親室及び子室の在館者が
一斉に避難開始すると考える。煙が親室全体に拡散する時間は煙降下時間 tsと同じ計算



















































































基づく火災成長率の分布を図 6.6-1～図 6.6-4 に示す。文献[2]によれば、火災成長率の分
布は対数正規分布で良好に近似される。ある火災シナリオ i に対する設計火災成長率
αD(i)は、火災シナリオ i に対する設計許容避難リスク RDA (i) 、当該居室の在館者数 C0


















                                 (6.16) 
 ただし、
 











f                                         (6.17) 
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図 6.6-4 住宅における火災成長率の分布 2) 
 




で火災シナリオは 1 つしかない。従って、火災シナリオ i の生起確率 P (i)は 1.0 とし、
在館者数 Co(K)は居室 K の在館者密度 pden(K)と床面積 Ar(K)の積で、設計許容避難リス
ク RDA (i)は前章の式(5.4)より算定した。ここで、家具・書籍売場の火災成長率の推定は
文献[2]では行われていないが、文献[2]において床面積当たりの発熱速度が可燃物密度
量の 1/3 乗に比例（床面積あたりの可燃物表面積は可燃物密度の 1/3 乗に比例）する関
係を利用する。具体的には、家具・書籍売場の積載可燃物量は避難検証法において物販
の 2 倍(60[kg/m2]/30[kg/m2])に設定されている関係を利用し、物販の設計火災成長率 αD




法の設計火災成長率 αD の始点が居室面積 0m2 と一致しないのは、居室面積の小さい居
室はたとえ在室者全員が避難不能となったとしても避難リスクが許容避難リスクを超
えることはなく、そのような場合は本評価法によると設計火災成長率 αDが 0 となるた
めである 5)。なお、火災成長率 αDが 0 m2となる居室面積は第５章で示した検証免除面





法の火災成長率 αfは可燃物密度の 5/3 乗に比例するのに対し、本評価法では 1/3 乗に比
例すると考えているためである。避難検証法よりも本評価法での設計火災成長率 αD が
































































































図 6.7-3 設計火災成長率（家具・書籍売場）   図 6.7-4 設計火災成長率（共同住宅） 
 


































                           (6.21) 
 
図 6.8-1～図 6.8-5 は、居室面積 Ar（＝親室面積 Ap）および天井高 Hpをパラメータと
して詳細計算法により許容避難時間 tcrit(com)を算出し、その結果から式(6.21)を用いて補
正係数 kρを算出した結果である。なお、天井高 4.0m の居室面積 Arと補正係数 kρのプロ




れも天井高に対する依存性は低いことが分かる。図 6.8-2 の本評価法ベースと図 6.8-6
の避難検証法ベースの結果の違いは、火災成長率の設定方法の差であるが、この差が補

























y = -0.20Ln(x) + 1.61
 























y = -0.17Ln(x) + 1.40
 






















y = -0.14Ln(x) + 1.16
 






















y = -0.16Ln(x) + 1.33
 























y = -0.27Ln(x) + 1.98
 






















y = -0.14Ln(x) + 1.28
告示法（αf＝0.077）
 






天井高 3.0m の物販を対象に、図 6.8-2 に示される回帰式に基づき補正係数 kρを算出
し簡易予測式を用いた場合、煙層密度を一定値（0.7kg/m3）として簡易予測式を用いた
場合注4)および詳細計算法を用いた場合の許容避難時間を図 6.9 に示す。補正係数 kρを
用いた場合は詳細計算法と比較して幾分安全側の値となるが、同等の結果となることが
わかる。ここで、本評価法と詳細計算法の居室面積 100 ㎡付近の許容避難時間が最小と
なっているのは、本評価法の設計火災成長率 αDは図 6.7-2 に示すとおり居室面積に依存
し、物販については 100 ㎡以下では居室面積に対する設計火災成長率 αDの低下率が非
常に大きくなり、居室面積が小さくなるほど許容避難時間が長くなるためである。一方、
煙層密度を一定値（0.7kg/m3）とした場合は居室面積が大きくなるほど詳細計算法との
差が大きくなる。居室面積 1500m2における両者の時間差は約 100 秒であり、これを単







































価法の設計火災成長率 αDおよび図 6.8-2 に示された回帰式による補正係数 kρを式(6.15)
に用いることにより算出した。また、避難検証法ベース許容避難時間は、避難検証法の
火災成長率 αf を式(6.15)の αD とし、図 6.8-6 に示された補正係数 kρを用いて算出した。







































 以上の条件に基づき、限界歩行距離 lcritおよび必要出口幅 Bcritを算出する。 
 
6.4.1 限界歩行距離 lcritの算出式 













































































































































                                                    (6.24) 
 
 また、β は親室率で β=Ap/Arである。 



































6.4.2 必要出口幅 Bcritの算出式 





ApB                                      (6.26) 
































             (6.27) 
 










B                                      (6.28) 
 
 天井高 3.0ｍの居室の場合、M＝1.96 であるから、流動係数 N＝1.5、煙層密度 ρs=1.0、
各用途の在館者密度 pdenを事務所 0.125 人/m2、物販 0.5 人/m2、飲食 0.7 人/m2、共同住
宅 0.06 人/m2とすると式(6.27)は式(6.29)のようになる。 
（v＝1.0m/s の用途 例えば物販 CH3.0m） 





























































B                          (6.29) 
 
6.4.3 用途、親室率、天井高が限界歩行距離、必要出口幅に及ぼす影響   
 本評価法で用途、親室率、天井高が限界歩行距離、必要出口幅に及ぼす影響を検討す
る。初めに、用途の違いを確認するため、天井高 3.0m、親室率 1.0 における限界歩行距
離 lcritおよび必要出口幅 Bcritの算出結果を図 6.11 に示す。 




在館者密度 pden、居室面積 Arに比例し、許容避難時間 tcritに反比例するが、先の図 6.10
で居室面積が大きくなるにつれて物販と飲食の許容避難時間 tcritの差がなくなるため、
同じ居室面積であれば在館者密度 pdenの設定の違いによるものである（飲食の必要出口




















































(a) 限界歩行距離                        (b) 必要出口幅 








次に、親室率 β を 0.5、1.0 と変化させた場合の限界歩行距離 lcritと必要出口幅 Bcritへ
の影響について検討する。なお、用途の差は上記に示した親室率 1.0 の場合と同じ傾向
を示すので、以降は基本的に物販の結果を用いて考察を行う。天井高 3.0m における物
販の限界歩行距離 lcritと必要出口幅 Bcritの算定結果を図 6.12-1～図 6.12-2 に示す。 
図 6.12-1 より、親室率が小さくなると許容避難時間が短くなるため、例えば、500m2
の物販では親室率が 1.0 から 0.5 になることで限界歩行距離 lcritは約 20m 短くなり、必
要出口幅 Bcritは約 1.4m 広くなる。これは、式(6.22)または式(6.26)から分かるように、



















































(a) 限界歩行距離                        (b) 必要出口幅 
図 6.12 物販の限界歩行距離、必要出口幅（CH 3.0ｍ、親室率 0.5、1.0） 
 
次に、親室率 1.0 の物販の天井高を 2.4m、2.7m、3.0m と変化させた場合の限界歩行
距離 lcrit、必要出口幅 Bcritの算出結果を図 6.13-1～図 6.13-2 に示す。式(6.22)において、
限界歩行距離は係数 M に比例し、係数 M は式(6.23)より天井高が高くなるほど大きくな
ることがわかる。天井高 3.0m、2.7m および 2.4m における M はそれぞれ 1.96、1.57 お


























































(a) 限界歩行距離                        (b) 必要出口幅 































5.02 rlrcrit AFvAl                                                   (6.31) 
5.02/ rBrrdencrit AFNAApB                                      (6.32) 
 
ここで、Fl は 2.0、FBは流動係数 N を 1.5 人/m/s と与えた場合 pden/3 である。 
 




販の限界歩行距離 lcritと居室面積 Ar の関係を図 6.14 に示す。なお、仕様規定で定められ





様規定は天井高 2.4m では本評価法の基準値を満足しないが、天井高 3.0m では本評価法
に基づく基準を概ね満足することになる。指針法が要求している条件のみで考えると、
仕様規定のみの物販より小規模居室において厳しい基準となるが、居室面積 200 ㎡以下
を除き本評価法による天井高 2.4m の基準は満たさず、3.0m の基準は十分満足する傾向
を示す。ただし、指針法は仕様規定に適合していることが前提となるため、仕様規定の






























図 6.14 仕様規定、指針法、本評価法の限界歩行距離の比較（物販、親室率 1.0） 
 
次に、本評価法（ただし、親室率 1.0、天井高 3.0m､2.4m）および指針法の必要出口
幅を図 6.15 に示す。なお、指針法は 200m2を超える居室は扉を１箇所使用不可として
































































































2)( ttQ Df                                        (1) 
②火源代表径の算定 
    qtQtD f                                (2) 
③仮想点熱源高さの算定 
      5/20 083.002.1 tQtDtz f                                (3) 
④火災プルーム量の算定 
  3/503/1 )()1()()( tztZtQCtm fmp                              (4) 
⑤煙層に接する周壁面積の算定 
)}1({)(  tZHLAtA pwrw                              (5) 
⑥煙層温度の算定 















              (6) 
⑦煙層密度の算定 
















)()()()(1)1()(                    (8) 
 
初期値（t=0 秒のとき）は、煙層下端高さ Z(0)=Hp、火源発熱速度 Qf(0)=0、煙層温度
Ts(0)=T∞とし、t=1 秒から計算を開始する。また、②で用いる単位床面積当たりの発熱速
度 q”は文献[2]に従い、事務所 311.8kW/㎡、物販および飲食 243.6kW/㎡、共同住宅
278.9kW/㎡、④の火災プルームの巻き込み係数 Cmは 0.076 kg/kJ1/3/m5/3/s2/3、⑤の計算で
使用する周壁長さ Lwは室形状が正方形（Lw＝4 rA ）として算出し、⑥の実効熱伝達率
hk は 0.015kW/m2K、定圧比熱 cp は 1.0kJ/kgK とした。また、床面積 Ar は親室の床面積
Ap（子室がない場合を想定）、天井高さ H は親室の天井高さ Hpを用いた。避難開始時
点の煙層下端高さは簡易予測式（式(6.13)および式(6.14)）と同様に、天井高さの 90％
 6-26
（0.9H）、限界煙層高さ Hlimは 1.8m とした。 
参考として、天井高 4.0m の飲食の詳細計算法による煙層が床面から 1.8ｍに降下した
時点の煙層密度を下図に示す。図より煙層が床面から 1.8ｍに降下した時点の煙層密度























































μ：火災成長率 α の平均値[kW/s2] 








注 3) 共同住宅のみ 500m2までの回帰式。他は 1500m2 
注 4) 避難検証法では煙層密度を一律 0.7kg/m3と仮定して煙降下時間の計算を行ってい
るため、避難検証法に基づく計算を行う場合の煙層密度は一定値（0.7kg/m3）とした。 
注 5) 建築基準法施行令第 120 条（直通階段の設置）。内装が不燃材料の場合に 10m 加
算される。本来は居室避難に対する基準ではないが、本報の限界歩行距離の値との比較
に利用した。 
注 6)建築基準法施行令第 124 条（物品販売業を営む店舗における避難階段等の幅）本来
は居室避難に対する基準ではないが、本報の必要出口の値との比較に利用した。 










新しい避難安全検証手法の開発 : その 1 避難開始時間の設定方法、日本建築学会大会
学術講演梗概集. A-2、 pp.287-290、 2010 
5) 仁井大策他：その 1 フレームワークの概要 リスクの概念に基づく避難安全設計法

































避難不能者数 生起確率 避難リスク 部分許容避難リスク シナリオ
C i P i R i R A D i
SP設備
○SP有効（抑制） C 1 P 1 R 1 R D A1
P sprinkler 0 P sprinkler P sprinkler ×0 0
×SP無効（不奏功） C 2 P 2 R 2 R D A2
P failure C 0 p cas P failure P failureC 0 p cas R D A











































7.3.1 スプリンクラー設備が有効なシナリオ（シナリオ 1） 
(1) 算出手順 
図 7.1 に示すスプリンクラー設備が有効なシナリオ 1 では次式に示すように、スプリ




許容避難リスク RDA (1)を 0 と設定し、検証を行う。シナリオ 1 の限界歩行距離および必

















図 7.3 限界歩行距離および必要出口幅の算出手順（シナリオ 1） 
 
(2) 設計火源 
 本評価法の考え方では、部分設計許容避難リスク RDA (i)を 0 とする場合には第２章の








図 7.4 スプリンクラー設備が有効なシナリオの発熱速度 
 
 177194  pspf HQQ                       再掲(4.22) 
 




























t                     (7.2) 
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算出した結果を図 7.5 に示す。スプリンクラー設備が有効な場合の発熱速度は 405kW と



































図 7.5 スプリンクラー設備が有効な場合の許容避難時間（事務所、CH 3.0m） 
 
7.3.2 スプリンクラー設備が無効なシナリオ（シナリオ 2） 
(1) 算出手順 
図 7.1 に示すように部分許容避難リスクの合計を設計許容避難リスク RDA(K)以下とす
るので、シナリオ 1 の部分許容避難リスクを RDA (1)=0 とすることにより、スプリンクラ
ー設備が無効なシナリオ 2 では、式(7.5)のようにシナリオ 2 に設計許容避難リスク
RDA(K)を全て割り振ることが可能となる。設計許容避難リスク RDA(2)に基づき設計火災
成長率 αD(2)を式(6.16)により算定し、Qf=αD(2)t2に従って拡大する火源の下で避難不能者




















図 7.6 限界歩行距離および必要出口幅の算出手順（シナリオ 2） 
 
(2) 煙降下時間 ts、避難開始時間 tstart、許容避難時間 tcrit 



































































































 スプリンクラー設備が無設置の場合はシナリオの生起確率 P(1)＝1.0 であったが、スプ
リンクラー設備が無効な場合は式(6.16)の火災シナリオの生起確率を P(2)＝Pfailure として
設計火災成長率 αD を算出する。ここでは、火災シナリオの生起確率の違いを見るため
に、第 4 章の方法 1 および方法 2 で算出した Pfailureを用いて設計火災成長率 αDを算出す
る。スプリンクラー設備が無効な場合の設計火災成長率 αDを図 7.7-1～図 7.7-5 に示す。
図 7.7-1～図 7.7-5 では、参考としてスプリンクラー設備無設置の場合の設計火災成長率









































































































































図 7.7-5 設計火災成長率（共同住宅） 
 7-8
2) 補正係数 kρ 
 スプリンクラー設備が無効な場合の補正係数 kρを図 7.8-1～図 7.8-5 に示す。算出方法
は第６章と同様である。参考としてスプリンクラー設備が無設置の場合の補正係数 kρ
の回帰式注 3)も図 7.8-1～図 7.8-5 に示す。 
 スプリンクラー設備無設置の補正係数 kρ と比較すると、スプリンクラー設備が無効






















y = -0.20Ln(x) + 1.68
事務所
 






















y = -0.19Ln(x) + 1.58
物販
 






















y = -0.15Ln(x) + 1.28
 























y = -0.18Ln(x) + 1.48
 






















y = -0.28Ln(x) + 2.06
 





図 7.7 に示すスプリンクラー設備が無効な場合の設計火災成長率 αDおよび図 7.8 に示さ
れた回帰式による補正係数 kρを用いて算出した。天井高 3.0m の事務所、物販、飲食、
共同住宅を例として許容避難時間を算出した結果を図 7.9-1～図 7.9-2 に示す。なお、図
7.9-1～図 7.9-2 には第６章で示した避難検証法ベースの値も併せて示している。 
本評価法のスプリンクラー設備が無効な場合の許容避難時間は、事務所、共同住宅で
200 ㎡、物販で 100 ㎡、飲食で 1000 ㎡付近から一定になる傾向がみられる。スプリン
クラー無効許容避難時間と避難検証法ベース許容避難時間を比較すると、事務所は居室



























































ナリオ 1 と無効の場合のシナリオ 2 の両方を満足する必要があるため、2 つのシナリオ
の厳しい方の値（限界歩行距離は 2 つのシナリオで算出された最小値、必要出口幅は最
大値）をスプリンクラー設備が設置されている場合の限界歩行距離 lcritおよび必要出口
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                               (7.6) 
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図 7.10 スプリンクラー設備がある場合の限界歩行距離の決定方法の例 
 
以上より、スプリンクラー設備が設置されている室の簡易検証を満足するための条件







表 7.1  スプリンクラー設備が設置されている室の簡易検証条件と成立条件 
 





生起確率 Psprinkler Pfailure 
部分設計許容避難リスク 0 RDA 
設計火源 
αD ∞ αD 
Qmax Qsp － 
タイプ 定常火源 成長火源 





B≧min(Bcrit(sp) , Bcrit(no-sp)) 
A＞Asp 
l≦max{min(lcrit(sp)，lcrit(failure)) , lcrit(no-sp)} 












                   












































































































































同住宅の用途の比較を天井高 3.0ｍの居室を例として算出した結果を図 7.11-1 に、親室
率を横軸としたものを図 7.11-2 に示す。 


























































































図 7.11-2 スプリンクラー設備有効シナリオの限界歩行距離（天井高 3.0ｍ） 
 
 次に、スプリンクラー設備が有効な場合の必要出口幅について、天井高 3.0ｍ、親室


























































(a)居室面積との関係（親室率 1.0）       (b) 親室率との関係 




じ傾向を示すので、ここでは親室率 1.0 の物販を例に天井高を 2.4m、2.7m、3.0m と変
化させた場合の限界歩行距離 lcrit、必要出口幅 Bcritの算出結果を図 7.13 に示す。 
式(7.8)の括弧内の天井高に関係した係数は、天井高 3.0m、2.7m および 2.4m でそれぞ
















































(a) 限界歩行距離                          (b) 必要出口幅 




(1) スプリンクラー設備無効シナリオで設計許容避難リスク以下となる居室面積 Asp 
 スプリンクラー設備が無効のシナリオにおいて、設計許容避難リスク以下となる居室






           KAKPKpKpPKA sphfcasdenfailure 
 *1251.11                       （7.12） 
 
無効時判断面積 Asp(K)の算出結果を表 7.2 に示す。表 7.2 には、第５章で掲載した防
火対策を考慮しない場合に設計許容避難リスク以下になる検証免除面積 Ascを併せて示
す。なお、各用途の在館者密度及び出火率比 Phf*は表 5.1 と同じである。スプリンクラ
ー設備の不奏功率は第４章の方法 1 および 2 とした。 
無効時判断面積 Asp(K)は、検証免除面積 Ascと比較すると不奏功率 Pfailure=0.32 の場合
が 1.8 倍、Pfailure=0.16 の場合が 2.5 倍となる。また、建築基準法におけるスプリンクラ
ー設備を設置することによる面積区画の倍読みを避難安全の側面から式(7.12)をもとに
考えると、不奏効率が 0.25 となる。 
 
表 7.2 スプリンクラー設備無効シナリオで許容避難リスク以下となる居室面積 Asp(K) 
検証免除面積
A sc
p den P hf
* (P failure=0.32) (P failure=0.16) （再掲）
[人/m2] [-] [m2] [m2] [m2]
劇場等 1.5 1.2 19 26 11
飲食店等 0.7 0.5 18 25 10
物販店舗 0.5 7.2 78 111 44
ホテル 0.16 3.1 91 128 51
共同住宅 0.06 1.5 103 146 58
病院 0.125 9.1 176 249 100
学校 0.7 9.7 77 109 44
事務所 0.125 4.1 118 167 67









(2) 限界歩行距離 lcrit 
 スプリンクラー設備が無効なシナリオはスプリンクラー設備の効果が火源に及ばず、
成長火災を想定するので、スプリンクラー設備無設置の場合と同じ式となる。 












                          
(7.13) 
 
ただし、式(7.13)中の M は式(6.23)と同様である。 
 (3) 必要出口幅 Bcrit 
必要出口幅についても算出式はスプリンクラー設備無設置の場合と同様である。 
                                                        























となる。不奏功率 Pfailure が 0.32 と 0.16 の場合の限界歩行距離の差は、不奏功率 Pfailure
が 0.18に対して 10m未満であり、居室面積が大きくなるにつれ両者の差は小さくなる。
















































(a) Pfailure=0.32（第４章方法 1）      (b) Pfailure=0.16（第４章方法 2） 
図 7.14 スプリンクラー設備が無効なシナリオの限界歩行距離（物販、天井高 3.0ｍ） 
 
 同様に、スプリンクラー設備の不奏功率 Pfailureを 0.32、0.16 とした場合のスプリンク
ラー設備が無効なシナリオの天井高 3.0ｍの物販の必要出口幅を図 7.15 に示す。 
 スプリンクラー設備の不奏功率 Pfailureの大きさが必要出口幅に及ぼす影響についても、
















































  (a) Pfailure=0.32（第４章方法 1）      (b) Pfailure=0.16（第４章方法 2） 












































































































































































































































図 7.16-4 スプリンクラー設備が設置されている室の限界歩行距離（共同住宅） 
 




































































































































































































図 7.17-4 スプリンクラー設備が設置されている室の必要出口幅（共同住宅） 
 
 









ルート C 評価の居室の居室面積と親室率の関係を図 7.18-1～図 7.18-3 に示す。図
7.18-1～図 7.18-3 より、事務室は親室率が約 0.1 から 1.0 まで幅広く分布しており、親
室率 0.2 付近と親室率 0.8 付近で大きく 2 つのグループに分かれる傾向がみられる。親
室率 0.2 付近は会議室ゾーンのような親室が廊下タイプで、親室率が大きいグループは
親室が事務室の使われ方をしているものが殆どである。一方、物販の約 0.96 が親室率






















































図 7.18-3 ルート C 評価の居室の面積と親室率（飲食） 
 
7.6.2 限界歩行距離とルート C 評価を実施した居室の歩行距離の比較 
(1) 居室面積と歩行距離 
本評価法における限界歩行距離とルート C 評価の居室の歩行距離（以降、設計歩行
距離）との比較を図 7.19-1～図 7.19-6 に示す。図中には、図 7.18-1～図 7.18-3 の各用途






た。図 7.19-1～図 7.19-6 ではルート C 評価の居室の居室面積と親室率に対するスプリン
クラー設備がない場合と設置されている場合の限界歩行距離を本評価法の手法で算出注
2) し、l＞lcritである場合を「NG」と評価し、プロットを塗りつぶしで表現した。 








界歩行距離 lcritの条件を満たさなかったのは、親室率が 0.25 未満の 7 室、0.25 以上 0.5





























































0.8 の限界歩行距離で包含される。ルート C 評価の物販の居室の歩行距離は親室率 0.6
未満（▲）の 1 室（273 室中 1 室（約 0.4％））を除いて本評価法の限界歩行距離の条
件を満たしている。図 7.19-4 より、スプリンクラー設備が設置されている場合は「簡易
凡例 件数 凡例 件数
0.25未満 △ 9 ▲ 7
0.25≦β＜0.5 □ 8 ■ 1
0.5≦β＜0.75 ○ 12 ● 0




凡例 件数 凡例 件数
0.25未満 △ 12 ▲ 4
0.25≦β＜0.5 □ 9 ■ 0
0.5≦β＜0.75 ○ 12 ● 0






次に、飲食の比較結果を図 7.19-5～図 7.19-6 に示す。スプリンクラー設備が無設置の
場合では、飲食においては親室率が 1.0 でも全ての設計歩行距離を包含することができ
なかった。5 室（56 室中 5 室（約 9％））が限界歩行距離を満たさない結果となった。
スプリンクラー設備が設置されている室の限界歩行距離と比較を行ったところ、設計歩
行距離はスプリンクラー設備が設置されていれば、「簡易検証」の条件を満たすことが
確認された。親室率が 0.8 以上あれば、全ての設計歩行距離を包含可能である。 
 














































図 7.19-4 ルート C 評価の居室との歩行距離の比較（物販） 
（スプリンクラー設備が設置されている場合の lcrit） 
 
凡例 件数 凡例 件数
0.6未満 △ 2 ▲ 1
0.6≦β＜0.8 □ 3 ■ 0




凡例 件数 凡例 件数
0.6未満 △ 3 ▲ 0
0.6≦β＜0.8 □ 3 ■ 0
























































 図 7.19 ではルート C 評価の居室の条件に対する限界歩行距離がわかりにくいので、
横軸にルート C 評価の居室の条件で算出した限界歩行距離、縦軸に設計歩行距離を示
した図をスプリンクラー設備が設置されていない場合について図 7.20-1 に、スプリンク




飲食については約 1/2 以上の値となっている。 
 
凡例 件数 凡例 件数
0.6未満 △ 3 ▲ 1
0.6≦β＜0.8 □ 33 ■ 3




凡例 件数 凡例 件数
0.6未満 △ 4 ▲ 0
0.6≦β＜0.8 □ 36 ■ 0






























































(a) 事務室                  (b) 物販                  (c) 飲食 


















































(a) 事務室                  (b) 物販                  (c) 飲食 
図 7.20-2 限界歩行距離と設計歩行距離の比較（スプリンクラー設備設置） 
 
7.6.3 限界歩行距離とルート C 評価を実施した居室の出口幅の比較 
(1) 居室面積と歩行距離 
先の歩行距離の比較と同様の条件で、本評価法の必要出口幅とルート C 評価の居室
の扉幅（以降、設計出口幅）との比較を図 7.21-1～図 7.21-6 に示す。なお、図 7.21-1～







必要出口幅 Bcritの条件を満たしていない事務室の 1 室について、図 7.21-2 でスプリンク
ラー設備が設置されている室の必要出口幅 Bcritと比較を行ったところ、設計出口幅 1.7m
 7-28





















































凡例 件数 凡例 件数
0.25未満 △ 15 ▲ 1
0.25≦β＜0.5 □ 9 ■ 0
0.5≦β＜0.75 ○ 12 ● 0




凡例 件数 凡例 件数
0.25未満 △ 15 ▲ 1
0.25≦β＜0.5 □ 9 ■ 0
0.5≦β＜0.75 ○ 12 ● 0













の在館者密度設定では飲食が 0.7 人/m2に対し、厨房 0.125 人/m2である。本評価法では












































図 7.21-4 ルート C 評価の居室との扉幅の比較（物販） 
（スプリンクラー設備が設置されている場合の Bcrit） 
凡例 件数 凡例 件数
0.6未満 △ 0 ▲ 3
0.6≦β＜0.8 □ 2 ■ 1




凡例 件数 凡例 件数
0.6未満 △ 0 ▲ 3
0.6≦β＜0.8 □ 2 ■ 1

















































 限界歩行距離と同様に、横軸にルート C 評価の居室の条件で算出したスプリンクラ
ー設備が設置されていない場合の必要出口幅、縦軸に設計出口幅を示した図を図 7.22-1






凡例 件数 凡例 件数
0.6未満 △ 1 ▲ 3
0.6≦β＜0.8 □ 11 ■ 25




凡例 件数 凡例 件数
0.6未満 △ 1 ▲ 3
0.6≦β＜0.8 □ 14 ■ 22






















































(a) 事務室                  (b) 物販                  (c) 飲食 


















































(a) 事務室                  (b) 物販                  (c) 飲食 


































































μ：火災成長率 α の平均値[kW/s2] 













注 2）本評価法を用いてルート C 評価の居室の条件で限界歩行距離を算出する際に、各
居室の天井高さは考慮せず、事務所を 2.8ｍ、物販、飲食を 3.0m として算出した。また、
ルート C 評価の居室のスプリンクラー設備の有無は調査していない。 
注 3)補正係数 kρの一覧を示す。 
用途 スプリンクラー設備無設置 スプリンクラー設備無効
事務所 -0.20Ln(A r )+1.61 -0.20Ln(A r )+1.68
物販 -0.17Ln(A r )+1.40 -0.19Ln(A r )+1.58
飲食 -0.14Ln(A r )+1.16 -0.15Ln(A r )+1.28
家具・書籍売場 -0.16Ln(A r )+1.33 -0.18Ln(A r )+1.48


































基づき設定された設計火災シナリオ i に対して、当該火災シナリオの避難リスク PiCiが
部分許容避難リスク RDA(i)以下であることを検証する。検証手順は、火災シナリオ i を設
定し、設計目標（部分許容避難リスク RDA(i)）を設定する。次に、当該火災シナリオ i









図 8.1 居室避難検証の流れ 
 
 





































図 8.3 「簡易検証」の流れ 
 
 





































































想定プランを表 8.2、図 8.5 に示す。事務所で多くみられる、居室内に複数の子室を
保有する場合について、居室面積 200 ㎡の小規模居室 2 プラン、居室面積 1200 ㎡の中


















































































































































(1) 適用範囲の確認  
第５章で提案した「検証免除」の方法に従い、各居室について検証する。 
 プラン 1～3 の「検証免除」適用性について整理した結果を表 8.2 に示す。倉庫は、
在室者が存在しないため、居室避難検証は対象外である。また、会議室は在館者密度
0.125 人/m2 と想定した。プラン 1-c の廊下を親室とした場合の評価は、事務室よりも可
燃物量の多い倉庫の扉に防火設備を設置したものとして大部屋として検証を実施する。 
 








検証結果を表 8. 3 に示す。居室の大部分（プラン 1～プラン 3 では 76％）は検証免除
となることが確認された。「検証免除」面積を満足した室は避難安全性が確認されたの
居室面積
親室 子室 A r [m
2]
プラン1 1-1 事務室 なし 20 ○
1-2 事務室 なし 20 ○
1-3 事務室 なし 40 ○
1-4 倉庫 なし 20 － 居室避難検証対象外
1-5 会議室 なし 20 ○
1-6 会議室 なし 20 ○
1-7 会議室 なし 20 ○
1-c 廊下 事務室、倉庫、会議室 200 ○ 大部屋として検証
プラン2 2-1 会議室 なし 20 ○ p den =0.125人/m
2と想定
2-2 事務室 なし 20 ○
2-3 事務室 なし 20 ○
2-4 事務室 事務室、会議室 200 ○ 大部屋として検証
プラン3 3-1 事務室 なし 280 ○
3-2 事務室 事務室、会議室 1200 ○ 大部屋として検証
3-3 事務室 なし 140 ○
3-4 会議室 なし 24 ○
3-5 会議室 なし 24 ○
3-6 会議室 なし 16 ○
3-7 会議室 なし 16 ○
3-8 会議室 なし 16 ○
3-9 会議室 なし 16 ○
3-10 会議室 なし 32 ○
3-11 会議室 なし 32 ○
3-12 会議室 なし 48 ○


















(1) 適用範囲の確認  
第６章、第７章で提案した「簡易検証」の方法に従い、「検証免除」の条件を満足し
なかった 6 室について各居室について検証する。 
 検証免除」の条件を満足しなかった 6 室の「簡易検証」適用性について整理した結果
を表 8.4 に示す。1-c は親室が廊下であり対象用途外であるが、安全側の想定として事




プラン1 1-1 事務室 なし 20 OK 検証終了
1-2 事務室 なし 20 OK 検証終了
1-3 事務室 なし 40 OK 検証終了
1-4 倉庫 なし 20 OK 検証終了
1-5 会議室 なし 20 OK 検証終了
1-6 会議室 なし 20 OK 検証終了
1-7 会議室 なし 20 OK 検証終了
1-c 廊下 なし 200 NG 「簡易検証」へ
プラン2 2-1 会議室 なし 20 OK 検証終了
2-2 事務室 なし 20 OK 検証終了
2-3 事務室 なし 20 OK 検証終了
2-4 事務室 なし 200 NG 「簡易検証」へ
プラン3 3-1 事務室 なし 280 NG 「簡易検証」へ
3-2 事務室 なし 1200 NG 「簡易検証」へ
3-3 事務室 なし 140 NG 「簡易検証」へ
3-4 会議室 なし 24 OK 検証終了
3-5 会議室 なし 24 OK 検証終了
3-6 会議室 なし 16 OK 検証終了
3-7 会議室 なし 16 OK 検証終了
3-8 会議室 なし 16 OK 検証終了
3-9 会議室 なし 16 OK 検証終了
3-10 会議室 なし 32 OK 検証終了
3-11 会議室 なし 32 OK 検証終了
3-12 会議室 なし 48 OK 検証終了

































歩行距離 lcritおよび必要出口幅 Bcritの算出を行うための入力条件を表 8.6-1、表 8.6-2 に、
結果を表 8.6-3 に示す。 





親室 子室 A r [m
2]
プラン1 1-c 廊下 事務室、倉庫、会議室 200 △ 親室が廊下、廊下状空間
プラン2 2-4 事務室 事務室、会議室 200 ○ 見通しが悪い空間
プラン3 3-1 事務室 なし 280 ○
3-2 事務室 事務室、会議室 1200 ○ 見通しが悪い空間
3-3 事務室 なし 140 ○








プラン1 1-c 廊下 事務室、倉庫、会議室 200 2.80 0.049
プラン2 2-4 事務室 事務室、会議室 200 2.80 0.049
プラン3 3-1 事務室 なし 280 2.00 0.072
3-2 事務室 事務室、会議室 1200 0.47 0.244
3-3 事務室 なし 140 4.00 0.030





















表 8.6-1 「簡易検証」入力条件（限界歩行距離 lcrit） 
 
 
表 8.6-2 「簡易検証」入力条件（必要出口幅 Bcrit） 
 
 





 ここでは、プラン 1-c を例として「詳細検証」の方法を示す。本研究は「詳細検証」
の計算方法の詳細を示すことが目的ではないので、避難行動予測と煙性状予測は実施し
プラン1 1-c 廊下 200 40 0.20 2.8 1.3 なし 1.0 2.8 0.05 0.55
プラン2 2-4 事務室 200 140 0.70 2.8 1.3 なし 1.0 2.8 0.05 0.55
プラン3 3-1 事務室 280 280 1.00 2.8 1.3 なし 1.0 2.0 0.07 0.48
3-2 事務室 1200 416 0.35 2.8 1.3 なし 1.0 0.5 0.24 0.19
3-3 事務室 140 140 1.00 2.8 1.3 なし 1.0 4.0 0.03 0.62







































プラン1 1-c 廊下 200 40 0.20 2.8 0.125 なし 1.0 2.8 0.05 0.55
プラン2 2-4 事務室 200 140 0.70 2.8 0.125 なし 1.0 2.8 0.05 0.55
プラン3 3-1 事務室 280 280 1.00 2.8 0.125 なし 1.0 2.0 0.07 0.48
3-2 事務室 1200 416 0.35 2.8 0.125 なし 1.0 0.5 0.24 0.19
3-3 事務室 140 140 1.00 2.8 0.125 なし 1.0 4.0 0.03 0.62





































プラン1 1-c 廊下 23.0 26.0 OK 1.8 0.8 OK 検証終了
プラン2 2-4 事務室 31.0 55.0 OK 1.8 0.4 OK 検証終了
プラン3 3-1 事務室 22.0 71.4 OK 0.9 0.4 OK 検証終了
3-2 事務室 35.0 40.7 OK 3.6 3.2 OK 検証終了
3-3 事務室 21.0 65.4 OK 0.9 0.2 OK 検証終了























 プラン 1-c にはスプリンクラー設備および排煙設備が設置されているとする。この場
合の評価するシナリオは図 8.6 に示すように 4 つとなる。ここで、シナリオの生起確率
は第４章の検討結果より、スプリンクラー設備は有効 0.09、無効 0.32、排煙設備は表










部分許容避難リスクの分配を図 8.6 に示す。当該シナリオの避難リスク PiCi が部分許容避
難リスク RAD(i)以下となるように分配を行う（ただし、ΣRAD(i)＝RAD）。例えば、当該居室の
在館者全員（C0[人]）を避難不能と見なした時の避難リスク PiC0 が部分許容避難リスク RAD(i)
以下である場合（すなわち PiC0≦RAD(i)）は、安全であることが自明であるため、当該火災
シナリオに対する検証は不要になる。従って、在館者数 C0 が大きくても多重の火災安全対
策が施され当該火災シナリオ i の生起確率 Pi が十分小さくなる場合は、当該火災シナリオ i






○有効 ○奏功 P 1 R D A (1) 検証省略
P sprinkler P sm p 1p 2 0 F02で検証
0.09 0.95
×不奏功 P 2 R D A (2) 定常火源
1-P sm p 1(1-p 2) 0 Q sp =367kW
0.05
×不奏功 ○奏功 P 3 R D A (3) 成長火源
P failure P sm (1-p 1)p 2 2.52 0.0144
0.32 0.95
×不奏功 P 4 R D A (4) 検証不要※
1-P sm (1-p 1)(1-p 2) 0.28 許容リスク割当
0.05
注）消火成功は0.59 ΣR D A (i ) 2.80






















シナリオ F01 とシナリオ F02 の部分許容避難リスクを 0 とした。シナリオ F02 を検証し避
難安全が確認できれば、シナリオ F01 は安全であることは明らかであるため検証を省略す
る。よって、残りの許容避難リスクをシナリオ F03 に割り振り設計火源を設定する。 
 




い発熱速度を採用した値である。親室の天井高は 2.8ｍであるので 367kW である。 
 

























                再掲(6.16) 
 
4）煙降下時間 tsおよび避難完了時間 teの算出による安全性の判定 

















































































1) 平成 12 年建設省告示第 1441 号、同第 1442 号 
2) Tanaka, T., Nii, D., Yamaguchi, J., Notake, H., Ikehata, Y.: The Risk-based Evacuation Safety 
Design Method and Its Practicability in the Safety Verification of Realistic Buildings, Fire Sci. 
Tech.,  8th Asia-Oceania Symp., Melborne, 2010.12   
3) 山口純一他：リスクの概念に基づく避難安全設計火源の決定方法，日本火災学会論
文集，Vol.58,No.3, pp.11-20,2008 
4) 山口純一他：その 4 階避難検証 リスクの概念に基づく避難安全設計法の開発、日





















































































































条件の違いが及ぼす影響、日本建築学会環境系論文集 76(667)、 751-760、 








































15．Ikehata, I., Ebihara, M., Notake, H. and Ohmiya, Y., “Assessment Method for 
Evacuation Safety from Room under consideration of uncertainty of human 
behavior and fire”, Proceedings of the 1st International Symposium on 





































































38．Ikehata, Y., Kasahara, I., Satoh,H., Kurioka, H., Kakegawa, S. and Yashiro, Y.,  
“A STUDY ON DESIGN FIRES FOR OCCUPANT SAFETY IN OFFICE 
SURROUNDINGS”, , Fire Science and Technology 2004, Proceedings of the 






















































関する研究 その 1 住宅・共同住宅火災における出火および死傷者発生状況の
統計的分析、日本火災学会研究発表会梗概集、pp. 50-51、2009.5 
59．池畠由華、野竹宏彰、田中哮義、山口純一：避難安全設計における許容リスクに






















クの概念に基づく避難安全設計法の開発 その 1 フレームワークの概要、日本
火災学会研究発表会梗概集、pp. 362-365、2010.5 
66．野竹宏彰、池畠由華、山口純一、仁井大策、田中哮義：リスクの概念に基づく避
難安全設計法の開発 その 2 統計データに基づく住宅・共同住宅の避難リスク
の算出、日本火災学会研究発表会梗概集、pp. 366-369、2010.5 
67．池畠由華、野竹宏彰、山口純一、仁井大策、田中哮義：リスクの概念に基づく避
難安全設計法の開発 その 3 統計データに基づく用途別の避難リスクの算出、
 日本火災学会研究発表会梗概集、pp. 370-373、2010.5 
68．出口嘉一、抱憲誓、仁井大策、山口純一、池畠由華、野竹宏彰、田中哮義：リス
クの概念に基づく避難安全設計法の開発 その 4 火災成長率αの分布、日本火
災学会研究発表会梗概集、pp. 374-377、2010.5 
69．山口純一、仁井大策、池畠由華、野竹宏彰、田中哮義：リスクの概念に基づく避
難安全設計法の開発 その 5 オフィスビルのケーススタディ、日本火災学会研
究発表会梗概集、pp. 378-381、2010.5 
70．山口純一、長岡勉、野竹宏彰、桑名秀明、池畠由華、高橋済、佐野友紀、萩原一
郎：新しい避難安全検証手法の開発 その 1 避難開始時間の設定方法、日本建
築学会学術講演会、pp.287-290、2010 
71．池畠由華、山口純一、広田正之、竹市尚広、萩原一郎：新しい避難安全検証手法
の開発 その 2 居室避難における滞留解消時間の検討、日本建築学会学術講演
会、pp.291-294、2010 
72．桑名秀明、佐野友紀、土屋伸一、池畠由華、野竹宏彰、吉野攝津子、新谷祐介、
遠田敦、萩原一郎：新しい避難安全検証手法の開発 その 3 災害時要援護者を
考慮した評価法の検討、日本建築学会学術講演会、pp.295-298、2010 
73．山口純一、水落秀木、広田正之、長岡勉、池畠由華、桑名秀明、萩原一郎、野秋













77．Yuka IKEHATA, Hiroaki NOTAKE, Jun’ ichi YAMAGUCHI, Takeyoshi 
TANAKA: Analysis of Fire Statistics for Establishing Benchmark Fire Risk 
for Evacuation Safety Designs of Buildings, 8th International Conference on 
Perfomance-Based Codes and Fire Safety Design Method, pp.85-96, 2010 
78．Daisaku NII, Jun’ichi YAMAGUCHI, Hiroaki NOTAKE, Yuka IKEHATA, 
Takeyoshi TANAKA: Risk-Based Selection of Design Fire Scenarios in 
 Performance Based Evacuation Safety Designs of Buildings, 8th 
International Conference on Perfomance-Based Codes and Fire Safety Design 
Method, pp.97-108, 2010 
79．Tanaka, T., Nii, D., Yamaguchi, J., Notake, H., Ikehata, Y.:, Fire Sci. Tech.: The 
Risk-based Evacuation Safety Design Method and Its Practicability in the 




築学会大会学術講演梗概集. A-2、 pp.331-334、 2011 
81．出口嘉一、野竹宏彰、山口純一、仁井大策、池畠由華、抱 憲誓、田中哮義：その
2 設計火源 リスクの概念に基づく避難安全設計法の開発、日本建築学会大会学
術講演梗概集. A-2、 pp.335-338、 2011 
82． 野竹宏彰、池畠由華、山口純一、仁井大策、出口嘉一、抱 憲誓、田中哮義：そ
の 3 居室避難検証の免除 リスクの概念に基づく避難安全設計法の開発、日本
建築学会大会学術講演梗概集. A-2、 pp.339-342、 2011 
83．山口純一、池畠由華、抱 憲誓、出口嘉一、仁井大策、野竹宏彰、田中哮義：そ
の 4 階避難検証 リスクの概念に基づく避難安全設計法の開発、日本建築学会
大会学術講演梗概集. A-2、 pp.343-346、 2011 
84．池畠由華、坂本成弘、村上正浩、関沢 愛：高層建築物の階段避難を想定した群















 また、筆者が防火研究に携わり始めた当時から東京理科大学 関澤 愛教授には、筆
者の研究に対する基礎的な能力向上にご指導、ご鞭撻をいただきました。心より御礼申
し上げます。 
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